
　各事項の証明に当たっては、事実を明らかにすることができる資料（例えば、①については①年

前の日前の税金、社会保険料の納入状況を示す書類、１年前の日前の企業の活動を示す経営諸帳簿、

会社の成立・抹消を示す商業登記簿、⑤については解雇辞令、出勤簿等、⑦については運転免許証、

国民年金手帳、健康保険被保険者証、雇用保険被保険者離職票、住民票の記載事項証明書（住所、

氏名及び生年月日が明らかになるもの）等公的機関の発行に係る書類のうちいずれか（これらによ

り確認できない場合には、労働者名簿、労働契約書等)、⑧については賃金台帳等）により証明し

てください。

　③、④については裁判所への申立書（本文（申立ての理由及び申立日の部分）及び会社又は法人

登記簿）の写、裁判所の決定書等の写、また、⑧については退職手当の末払がある場合は退職手当

規程の写及び退職手当の計算明細一覧表を、１企業につき１部送付してください。あわせて、⑧に

ついては退職月を含む賃金台帳の写及び11．(1)なお書に該当する場合には未払賃金計算書の写（い

ずれも各退職労働者の状況が分かるもの）を１部送付してください。（送付先：〒212-0013 神奈川

県川崎市幸区堀川町　
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月１回以上、一定の期日を定めて支払われる賃金（税金･社会保険料等の控除の前の額）をいい、

12．各事項の証明に当たっては、事実を明らかにすることができる資料（例えば、①については１年

前の日前の税金、社会保険料の納入状況を示す書類、１年前の日前の企業の活動を示す経営諸帳簿、

会社の成立・抹消を示す商業登記簿、⑤については解雇辞令、出勤簿等、⑦については運転免許証、

国民年金手帳、健康保険被保険者証、雇用保険被保険者離職票、住民票の記載事項証明書（住所、

氏名及び生年月日が明らかになるもの）等公的機関の発行に係る書類のうちいずれか（これらによ

り確認できない場合には、労働者名簿、労働契約書等)、⑧については賃金台帳等）により証明し

てください。

13．③、④については裁判所への申立書（本文（申立ての理由及び申立日の部分）及び会社又は法人

登記簿）の写、裁判所の決定書等の写、また、⑧については退職手当の末払がある場合は退職手当

規程の写及び退職手当の計算明細一覧表を、１企業につき１部送付してください。あわせて、⑧に

ついては退職月を含む賃金台帳の写及び11．(1)なお書に該当する場合には未払賃金計算書の写（い

ずれも各退職労働者の状況が分かるもの）を１部送付してください（送付先：〒212-0013 神奈川

県川崎市幸区堀川町580番地　ソリッドスクエアビル東館　独立行政法人労働者健康福祉機構賃金

援護部審査課）。なお、退職手当規程及び退職手当の計算明細一覧表、賃金台帳及び未払賃金計算書

には、それぞれ管財人等の証明印を押印してください。
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タイプライタ
川崎市中原区木月住吉町1番1号　　　　　　独立行政法人労働者健康安全機構　産業保健・賃金援護部審査課　　
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川 崎 市 中 原 区 木 月 住 吉 町 1 番 1 号　　　独立行政法人 労働者健康安全機構 　産業保健・賃金　　




